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１│マイナ保険証導入の背景     

 

 

 

 

周知のとおり、政府は、行政のデジタル化を推進しており、その一環として、国民一人

ひとりに付与されるマイナンバーを活用した様々なサービスの展開が進められています。 

その中でも特に注目されているのが、マイナ保険証です。 

マイナ保険証とは、マイナンバーカードに健康保険証の機能を一体化させたもので、従

来の健康保険証に代わる新しい形態となります。 

政府はこの制度の導入により、国民の利便性向上と医療現場の効率化、さらには医療分

野におけるデジタル化の推進を目指しています。 

 

 

 

従来の健康保険証は、持ち運びの不便さや紛失時の手続きの煩雑さなどが課題として挙

げられていました。また、医療機関においても、保険証の情報をもとに手作業で入力する

必要があるなど、業務負担が大きいといった問題を抱えていました。 

さらには、我が国の医療費は増加の一途を辿っており、医療制度の持続可能性が危ぶま

れていることから、政府は医療分野のデジタル化を推進することで、医療の質向上や効率

化を進めつつ、医療費の適正化を図る必要性を訴えています。 

このような背景から、政府はマイナンバーカードと健康保険証を一体化し、デジタル技

術を活用した新たな保険証制度の導入を決定しました。 

 

国民医療費の状況               ■国民医療費・対国内総生産比率の年次推移 

令和４年度の国民医療費は 46 兆

6,967億円となり、前年度の 45兆 359億

円に比べて１兆 6,608 億円、3.7％増加

しました。 

人口一人当たりの医療費も 37 万

3,700 円と、前年度の 35 万 8,800 円か

ら１万 4,900円、4.2％増加しています。 

さらに、国民医療費の国内総生産

（GDP）に対する比率は 8.24％となり、

前年度の 8.13％から上昇しています。 

 

 

出典）厚生労働省：令和４年度国民医療費費の概況  

マイナ保険証の導入背景と現状 1｜ 
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前述の通り、「マイナ保険証」の導入は、国民の利便性向上、医療現場の効率化、そして

医療分野のデジタル化推進を目的としています。 
 

◆目的 

●国民の利便性向上 

マイナンバーカード一枚で健康保険証としても機能するため、カードの枚数を減らし、携帯の

負担を軽減できます。また、オンライン資格確認システムとの連携により、医療機関の窓口での

待ち時間短縮や、誤入力によるトラブル防止などが期待できます。さらに、健康保険証としての

更新手続きが不要になるというメリットもあります。 

●医療現場の効率化 

オンライン資格確認システムの導入により、患者情報の正確かつ迅速な取得が可能となり、医

療機関の事務作業の効率化に繋がります。また、患者の過去の診療情報や薬剤情報などを共有す

ることで、より適切な医療の提供が可能となります。加えて、医療費請求業務の効率化や不正請

求の抑制にも繋がると期待されています。 

●医療分野のデジタル化推進 

医療機関のデジタル化を進めることで、オンライン診療や遠隔医療などの普及を促進し、医療

データの利活用による研究開発や政策立案への貢献を目指します。 

 

◆医療DXの基盤となるマイナ保険証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）厚生労働省：マイナ保険証の利用促進等について（令和６年１月 19 日）資料  

２│マイナ保険証導入の目的     
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３│法律改正と施行スケジュール     

４│マイナ保険証の普及状況と普及率     

 

 

マイナ保険証の導入は、令和５年６月に成立した「デジタル社会の実現に向けた重点計

画」に基づき、「健康保険法等の一部を改正する法律」として法制化されました。 

この法律により、令和６年 12月２日以降、従来の健康保険証の発行は終了し、マイナ保

険証利用が基本となる仕組みに移行しました。 

その移行に際しては、健康保険証の廃止後も最大１年間は現行の保険証が使用可能であ

り、また、マイナ保険証を保有しない場合であっても、従来の保険証と同様の役割を果た

す資格確認書の発行によりその機能が補完されます。 

 

 

 

令和７年現在、マイナ保険証は国民の健康・医療情報を一元管理することにより、質の

高い医療サービスの提供を目指すという壮大な構想を掲げていますが、その普及状況には

依然として課題が残っています。 

厚生労働省の発表によると、令和７年１月末時点でマイナ保険証を利用している人は国

民全体のわずか 13.9％に留まっており、その普及率の低さが浮き彫りとなっています。 

一方、マイナンバーカード自体の保有率は全人口の 77.6％まで上昇しているものの、実

際にマイナ保険証として利用できる人の割合は人口の約 61.5％程度です。 

具体的には、マイナンバーカード保有者のうち 84.1％がマイナ保険証の登録を済ませて

いる状況です。 

 

◆マイナンバーカードの保有件数とマイナ保険証としての登録件数 

有効申請件数と保有枚数（累計）            健康保険証としての有効登録件数（累計）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ともに2025年１月31日時点の数値 

出典）デジタル庁：マイナンバーカードの普及に関するダッシュボード（令和７年１月31日）  
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１│オンライン資格の高度化     

２│電子処方箋との連携効果     
 

 

 

 

 

 

 

マイナ保険証の導入により、医療機関の窓口における資格確認がオンラインで完結でき

るようになったことから、患者は受付での待ち時間の短縮や、保険証の持ち忘れによる診

察への支障を回避できるようになりました。 

また、医療機関側にとっても、資格確認業務の効率化や、保険証の確認ミスによる医療

費請求の遅延などを防ぐ効果が期待できます。 

さらに、患者の同意に基づいた医療情報（アレルギー情報や投薬履歴など）を紐づける

ことで、より安全で質の高い医療提供体制を構築することが可能となりました。 

 

 

 

マイナ保険証の利用は、電子処方箋の導入とも密接に連携しており、電子処方箋を活用

することで、複数の医療機関や薬局での情報共有がスムーズに行えるようになります。 

また、オンライン上で薬歴が一元管理されるため、薬剤師が過去の服薬データから問題

のある薬の組み合わせを迅速に検出し、患者や医師に提案することができます。 

こういった連携により、重複処方や過剰投薬の防止が期待され、医療ミスやトラブルの

減少が期待されます。 

 

◆医療機関・薬局における電子処方箋システムの導入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）厚生労働省：医療機関・薬局における電子処方箋システムの導入状況（令和７年２月23日時点）  

マイナ保険証活用による医療DXの進展 ２｜ 
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３│医療情報の共有・連携の実現状況     
 

４│予防医療・健康管理への活用事例     
 

 

 

マイナ保険証の普及により、オンライン資格確認等システムを拡充させ、情報プラットフ

ォームを構築することで、全国の医療機関での保健・医療・介護の情報が一元化されます。 

これにより、患者が過去の診療情報等を提供することに同意することで、医療機関間で

の情報共有が容易になります。 

この共有システムにより、医療チーム全体での連携が深まり、質の高い診療サービスの

提供が可能となります。 

 

◆全国医療情報プラットフォームの全体像（イメージ） 

 

出典）厚生労働省：電子カルテ情報共有サービスについて 

 

 

 

マイナ保険証の活用は、予防医療と健康管理にも大きな効果をもたらしています。 

電子カルテ情報の共有システムを通じて、生活習慣病や救急の診療行為で標準コードが
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作成され、限定的ではあるものの、患者自身の電子カルテ情報が共有されるようになって

います。 

このシステムにより、患者が受けた過去の治療履歴や薬剤の管理が容易になり、医療従

事者が患者に対する適切な健康管理や予防医療を提供することができます。 

また、オンライン資格確認システムを活用することで、訪問診療や訪問看護などの際に

最新の資格情報や薬剤情報を取得することが可能となり、患者宅での種々の確認業務が効

率化されます。 

そのため、医療従事者はより多くの時間を患者への直接的なケアに充てることができ、

結果として予防医療や健康管理の強化が図られます。 

 

◆医療DXの推進に関する今後の進め方（全国医療情報プラットフォームの構築） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆医療DXの推進に関する今後の進め方（電子カルテ情報の標準化等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）厚生労働省：第４回「医療 DX 令和ビジョン 2030」厚生労働省推進チーム（令和５年８月 30 日）  
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マイナ保険証の普及は、オンライン診療・オンライン服薬指導をより身近なものとし、

時間や場所にとらわれない柔軟な医療アクセスを実現します。 

これにより、高齢者や重症患者、へき地に住む方など、これまで医療機関へのアクセス

が困難だった方々も質の高い医療を届けることが可能となります。 

さらに、オンライン診療・オンライン服薬指導の普及は、医療従事者の負担軽減や医療

資源の効率的な活用にもつながり、日本の医療システム全体の持続可能性の向上に貢献す

ることが期待されています。 

 

◆オンライン診療 イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）厚生労働省：オンライン診療について 

 

 

マイナ保険証の普及によって、異なる医療機関間での患者情報の共有が円滑化し、より

適切な診断や治療が可能となり、重複検査の削減にもつながります。 

将来的には、救急医療の現場でも即座に患者の既往歴や服薬情報を確認できるようにな

り、より迅速で適切な救急対応が実現可能となります。  

１│遠隔医療の発展       

２│医療情報のシームレスな連携     
 

未来の医療を見据えたマイナ保険証の展望 ３｜ 
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４│スマートフォンへの搭載     
 

 

個人の医療データが統合的に管理されることで、AIによる高度な分析が可能となります。 

具体的には、個人の体質や遺伝情報、生活習慣といったデータを医療情報と組み合わせ

ることで、一人ひとりに最適化された医療や病気予防、健康増進につながるサービスを提

供できます。 

さらに、予防医療の観点からも、個人の健康リスクを早期に特定して、適切な予防措置

を講じることが可能となります。 

 

◆パーソナライズド・メディシン イメージ図 

 

（出典）厚生労働省：第１回ゲノム医療基本計画WG（令和５年12月26日）資料 

 

 

 

将来的には、マイナ保険証の機能をスマートフォンにも搭載できるようにし、利用者の

利便性をさらに向上させる計画もあります。  

３│パーソナライズド・メディシンの実現     
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５│地域包括ケアシステムの推進構築      
 

６│今後の課題と対策     
 

 

 

マイナ保険証を活用することで、将来的には医療・介護情報の連携がスムーズになり、

地域全体で患者を支える体制が強化されることで、地域包括ケアシステムの推進への貢献

が期待されています。 

 

◆地域包括ケアシステム イメージ図 

 

（出典）厚生労働省：地域包括ケアシステムについて 

 

 

マイナ保険証がもたらす未来の医療に、期待が寄せられている一方で、この新しいシス

テムの導入については課題もあります。情報セキュリティの確保はその筆頭で、患者のプ

ライバシーをしっかりと守る体制を整えることが必要です。 

また、現場でのシステム運用における負担軽減や、医療従事者からのフィードバックを

活かした継続的な改善も不可欠です。 

これからの医療システム構築においては、技術と人間の連携を強化し、誰もが安心して

医療を受けられる環境を実現することが求められます。 

国や医療機関が一体となって、デジタル化による利便性と、人をケアするという職業の

現実とのバランスを見つめ直し、信頼と診療の質や利便性の向上を目指すことが重要です。 
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１│受付業務の改善効果     

 

 

 

 

 

 

前述の通り、マイナ保険証導入による最大のメリットは、受付業務の大幅な効率化にあ

ります。従来、患者は診察の度に保険証を提示し、医療機関側はその都度、情報の確認や

入力作業に追われていました。 

しかし、マイナ保険証を用いることで、これらの煩雑な作業を簡素化できます。 
 

◆受付業務の改善ポイント 

●患者情報の正確かつスピーディーな取得 

マイナ保険証をカードリーダーにかざすだけで、患者の氏名、住所、保険情報などを瞬時に取

得できます。手入力によるミスや確認作業を省き、待ち時間の短縮、患者満足度の向上に繋が

ります。 

●資格確認の即時実行 

従来、医療機関は保険資格の確認作業に時間を要していましたが、オンライン資格確認システ

ムにより、リアルタイムで資格確認が可能となります。これにより、資格確認業務の負担軽減、

医療事務スタッフの業務効率化を実現します。 

●本人確認の厳密化 

マイナ保険証のICチップ情報で本人確認が即座に行われるため、なりすまし受診や保険証の不

正利用が低減し、医療の安全性と信頼性が高まります。 

 

◆クリニック等での受付処理のイメージ＜再来受付機がない場合＞ 

 

出典）デジタル庁 診察券とマイナンバーの一体化について（令和６年８月20日）資料  

医療機関における業務効率化とコスト削減 ４｜ 
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２│請求業務の効率化     

３│人員配置の適正化     

 

 

診療報酬の請求事務は、医療行為に基づく点数計算やレセプトの作成など、複雑な業務

が多く含まれています。マイナ保険証を活用することで、患者の保険情報が自動的に確認・

更新され、手動入力の手間が省くことが可能となります。 

これにより、ヒューマンエラーが減少し、保険請求の精度が向上することが期待され、

請求漏れや二重請求の防止につながり、経営面でも大きな効果を発揮すると考えられます。 

 

◆マイナ保険証利用による医療機関・薬局での資格確認とレセプト請求＜令和６年12月２日以降の取扱い＞ 

 
出典）厚生労働省：第 184 回社会保障審議会医療保険部会 資料 

 

 

 

医療現場における人手不足は深刻化しており、限られた人員で効率的に業務を遂行する

ことが求められています。マイナ保険証導入は、人的資源の効率的な活用を実現し、より

戦略的な人員配置を可能にするポテンシャルを有しています。 
 

◆戦略的人員活用のポイント 

●人員の再配置 

受付業務の効率化により、人員を再配置する機会が増えます。例えば、受付業務が減少した医療

スタッフを、患者サポートや医療情報の管理など、他の重要な業務に配属することができます。 

●訓練とスキルアップ 

マイナ保険証の導入により、医療スタッフは新しい知識と技術を身につける機会が増えます。

特に、オンライン資格確認の操作方法や電子カルテの扱い方など、実践的なスキルを習得する

ことで、業務能力の向上につながります。   
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４│コスト削減の効果     

５│導入コストと運用コストの分析     

 

 

マイナ保険証の導入は、コスト削減にも大きく貢献しています。 
 

◆コスト削減の効果 

●紙媒体の削減 

保険証の確認や医療費請求業務など、従来紙媒体で行っていた業務を電子化することで、紙資

源の消費削減、印刷費や郵送費などのコスト削減が可能となります。 

●保管スペースの削減 

電子カルテの導入と合わせて、医療記録の電子化を推進することで、紙媒体のカルテ保管スペ

ースを削減できます。 
 

 

 

新しいシステムやツールの導入には、当然の如く導入そのものに対するコストと運用コ

ストが伴います。しかしながら、長期的な視点で見れば、これらの投資は多くのメリット

をもたらすといえます。 
 

◆デジタル化で創る、効率的で確実な医療 

●電子カルテ情報やオンラインシステムの導入 

初期の導入コストはかかるものの、情報入力の手間や誤登録のリスク、紙の文書の印刷・郵送

の手間及びコストが軽減されるため、運用コストを削減できます。 

●レセプト返戻の減少 

レセプト返戻では、保険証の記号・番号の誤りや該当者なしといった理由が多く見られますが、

マイナ保険証の利用率が高い医療機関では、こうしたレセプト返戻が発生する割合が減少して

いることが確認されています。 

 
◆マイナ保険証の効果（レセプト返戻の減少） 
R6.1～R6.3の理由別レセプト返戻件数（資格返戻）  R5.10～R6.2のマイナ保険証の利用率ごとの平均施設数と 

返戻施設割合（0％施設を含む） 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

※ひと月のオンライン資格確認を行った人数がレセプト枚数以下となる施設を対象に集計 
（参考）医療機関等にレセプトが返戻されるケース  
 
審査支払機関での受付時 ：保険証回収後の受診が確認され、変更後の資格（新資格）が判明しないケース（12月２日以降はこの返戻は廃止）  
保険者等の資格点検時 ：保険者等に送付されたレセプトに記録された資格情報等に誤りがあるケース  
再審査請求時         ：審査支払機関でのレセプト受付時に新資格が判明せず、レセプトに記載された旧保険者等にレセプトが送付され 

た際に、当該旧保険者等が審査支払機関に再審査請求を行い、その時点でも新資格が判明しないケース 

（出典）厚生労働省：第 184 回社会保障審議会医療保険部会 資料  
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